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資 料 





平成２９年４月６日 

 

平成２８年度福岡県保健環境関係試験研究外部評価報告書について 

 

福岡県保健環境研究所 所長 香月 進 

 

１ はじめに 

平成２８年１１月２４日に開催された「福岡県保健環境関係試験研究外部評価委員会（会長：

楠田哲也 九州大学東アジア環境研究機構 特別顧問）」において調査研究課題の評価が行われ、

その結果が「平成２８年度福岡県保健環境関係試験研究外部評価報告書」として提出されました。 

この報告書では、各研究課題に対する評価結果とともに、その他の保健環境研究所の研究（各

研究分野全般）について、数多くの貴重な御指摘・御助言をいただいております。 

保健環境研究所としましては、今後これらの御指摘・御助言を業務遂行に十分に反映させ、

「保健・環境行政を科学的・技術的側面から支える中核機関」として、その役割を果たせるよ

う努力してまいります。 

２ 保健環境研究所における対応 

平成２９年度新規研究課題９課題（保健関係４課題、環境関係５課題）、平成２７年度終了

研究課題８課題（保健関係２課題、環境関係６課題）、平成２８年度継続研究課題（中間年）

４課題（保健関係２課題、環境関係２課題）及びその他の保健環境研究所の研究について評価

していただきました。 

これらの評価結果については、各研究代表者（グループ）に還元し、今後の研究活動の改善、

研究計画の調整･見直しなどに活用してまいります。 

また、委員会からいただいた研究分野全般に関する貴重な御意見につきましても、調査研究

業務を活性化させるために参考にさせていただきます。 

なお、委員会からいただいた主な御意見につきましては、別表１～４のとおり取り組んでま

いります。 

今後とも、委員会の御指摘・御助言を踏まえ、調査研究などの研究所業務の積極的な展開を

図ります。 
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別表１ 平成２９年度新規研究課題に対する委員会の意見とその対応 

 

   （保健関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

人獣共通感染症に関する病原

体及び媒介生物についての調査

研究 

H29-31 ∙ SFTSは増加しつつあるため、重要な課題

である。研究成果の有効利用が大いに期

待される。 

∙ 重要な課題であるとのご意見を受け、今

後研究成果の有効利用までを考えて取組

んでいきます。 

∙ SFTSの福岡での発生状況などや、保環研

が実施した検査などを、ホームページに

わかりやすく掲載できないか。「詳細は県

のホームページでご覧ください」とつな

いではどうだろうか。保環研の仕事を見

えやすくするために発信してはいかが

か。 

∙ 研究と併行して保健環境研究所のホーム

ページ(HP)を充実させたいと考えていま

す。県の HPや国の HPへのリンクもでき

るようにしたいと考えています。 

∙ 重篤になりうる感染症に対する研究であ

り、重要性が高い。 

∙ 重要な課題であるとのご意見を受け、今

後研究成果の有効利用までを考えて取組

んでいきます。 

∙ SFTS の発症の背景と感染症防止対策も

明らかにしていただきたい。 

∙ HPに、SFTSの発症の背景や発生状況、啓

発、対策などについて、専門的な見解も

含めながら、わかりやすく作成していき

たいと考えています。 

∙ 方法論の整理が必要である（病原体を検

索する動物の選定と背景）。 

∙ 動物については、人の身近な愛玩動物や、

人の生活圏への侵入が増加しているアラ

イグマ等を調査対象に考えています。 

∙ 本件のように野生動物を調査対象とする

場合には、常にサンプリングの問題があ

る。調査サンプルがその母集団を代表す

るものであるように、サンプル抽出の根

拠を明らかにしておく必要がある。 

∙ 野生動物からのサンプリングは難しいと

認識していますが、他機関の調査例等や

専門家の意見を参考に検討したいと考え

ています。 

∙ 同一種の動物でも、生育環境、季節、繁

殖期などによってマダニの寄生状態が異

なると思われる。一方のマダニも全てが

病原体を持っているのか、その生態を詳

しく把握・理解しておく必要があるので

はないか。 

∙ マダニについては、これまで数多くの情

報収集を行っており、国内での生育環境

や生態について多くの知見を得ていま

す。しかしながら、マダニには地域性や

多様性があることから、県内でのマダニ

の生育状況を把握することもこの研究の

目的の１つでもあると考えています。 

∙ 研究の前提として、県内での SFTSの発生

傾向（全国動向との比較など）を示して

いただきたい。 

∙ 県内の SFTSの発生傾向については、患者

さんのプライバシーやご意向、地域の状

況等に最大限に配慮した上で、啓発につ

ながる情報として提供できるようにして

いきたいと考えています。 

∙ 人獣共通感染症が次第に国際化しつつあ

る昨今、緊急性を要するテーマと考える。

海外からの観光客が増大しつつある現

在、感染リスクも飛躍的に増加する恐れ

があることから、きわめて時宜を得たテ

ーマであると考える。 

∙ SFTSだけでなく、他の人獣共通感染症に

ついても啓発につながるように取組みた

いと考えています。 

生鮮魚介類の喫食による原因

不明食中毒事例における病因物

質（寄生虫）を明らかにする研

究 

H29-31 

 
∙ 食中毒を減少させるのに必須の研究であ

る。対策の普及にも尽力いただきたい。 
∙ 必須の課題であるとのご意見を受け、今

後食中毒対策普及も考えて取組んでいき

ます。 

∙ 魚の生食の多い福岡県においては、重要

な研究である。 

∙ 重要な研究であるとのご意見を受け、安

心して養殖魚の生食ができるように、頑

張っていきます。 
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∙ 感染経路に関する調査、検討を系統的に

行う必要がある。 

∙ 感染経路、その対策等については、県内

の関係機関のみならず、国や他県などの

多方面と連携を取りながら取組んでいき

ます。 

∙ カンパチについての新たな感染情報は輸

入検査・規制に有用・有効であり、早急

な成果が待たれる。 

∙ 貴重なご意見等ありがとうございます。

今後の研究計画に生かすと共に、得られ

た成果についても県内の関係方面で共有

すべく努力していきます。 

∙ 感染のほとんどが外国で生じているとの

ことであるが、感染経路の追跡・解明は

予防対策上ぜひとも必要ではないか。 

∙ 感染経路、その対策等については、県内

の関係機関のみならず、国や他県などの

多方面と連携を取りながら、安心して養

殖魚の生食ができるように、頑張ってい

きます。 

∙ 健康被害が大きい領域であり、重要な研

究課題であると思われる。 

∙ 重要な課題であるとのご意見を受け、今

後研究成果があげられるよう取組んでい

きます。 

∙ 生鮮魚介類の国際流通が一般化する中、

きわめて時宜を得たテーマであると考え

る。新たな病原となる粘液胞子虫の遺伝

子検査法の早急な確立と、感染魚と健康

被害の関連を早急に明らかにしていただ

きたい。 

∙ 時宜を得たテーマであるとのご意見を受

け、遺伝子検査法の早急な確立を頑張る

と同時に、感染魚と健康被害との関連調

査についても取り組んで行きます。 

食品の残留農薬及び難燃剤等

による汚染実態把握と摂取量推

定に関する研究 

H29-31 

 
∙ 日常生活の中での食物連鎖にしたがう摂

取により生じる事柄の解明で、健康リス

クを削減するのに有効な研究である。健

康リスクの大きさを含めた対策の検討が

期待される。 

∙ ご意見ありがとうございます。ご期待に

沿えるよう、研究を進めていきます。 

∙ 県民の健康を考える上で重要な課題であ

る。 

∙ ご意見ありがとうございます。ご期待に

沿えるよう、研究を進めていきます。 

∙ 新規ハロゲン系難燃剤の実態は、まだ十

分解明されておらず、かつ分析も難しい

と考えられる。永年研究所が蓄積してい

る微量汚染化学物の独自分析技術を生か

して成果を上げていただきたい。 

∙ これまで蓄積した分析技術を集約するこ

とで成果をあげ、さらなる技術の蓄積を

図っていきたいと思います。 

∙ 食品汚染への対処は確かに喫緊の課題で

あり、本件では調査対象をハロゲン系難

燃剤に絞り込んでいるが、その他の汚染

源への対処・対応は別途考えるべきでは

ないか。 

∙ 塩素系難燃剤以外にも PCB、臭素系難燃

剤や農薬等を対象とします。 

∙ マーケットバスケット試料（食品）に含

まれる汚染物質の何パーセントが人体に

摂取されるのか、洗浄・調理などの経路

により変化すると思われるが、統計処理

上の理論的な裏付けはあるのか。 

∙ 試料は、洗浄・調理などを施して調製し

ております。また、試料中の汚染物質の

ほとんどが人体に摂取されていると考え

ています。 

∙ 食の安全・安心は県民、国民の関心が高

い領域であり、研究成果が期待される。 

∙ 食の安全・安心は県民、国民にとって重

要であり、目標とする成果が得られるよ

う研究を進めていきます。 

-173-



∙ 食品の安全性に関心が高まる中、環境内

に蓄積・濃縮されている残留農薬や化学

的に安定性の高いハロゲン系難燃剤によ

る汚染と健康への影響は速やかに解明さ

れる必要がある。こうした中で、網羅的

分析法の確立とこれに基づく汚染実態と

平均摂取量の把握は長期的な食品衛生行

政の観点から需要な課題と考える。 

∙ ご意見ありがとうございます。ご期待に

沿えるよう、研究を進めていきます。 

危険ドラッグ製品等に含まれ

る薬物成分の分析法開発 

H29-31 

 
∙ 危険ドラッグ類似薬物に対する対策にと

って重要な研究である。大いに推進して

いただきたい。 

∙ 調査研究を推進し、様々な薬物に対応で

きる分析法を開発するため努力いたしま

す。 

∙ 危険ドラッグは大きな社会問題となって

おり、研究の意義は大きい。 

∙ ご期待に応えられるよう努力いたしま

す。 

∙ 危険ドラッグや健康食品中の薬物成分

は、次々に変化していると聞いている。

このため、向精神薬類等ある程度薬物成

分の的を絞った取り組みが必要と考えら

れる。 

∙ 移り変わりの早い危険ドラッグ等の成分

分析においては、あらゆる化合物を網羅

的に分析可能な方法を開発することが必

要不可欠と考えています。一方で、特定

のカテゴリーの化合物を確実に同定可能

な方法を開発することも重要であると考

えています。バランスを考えながら研究

を進めていきたいと考えています。 

∙ 大切なテーマだが、すぐに効果を発揮す

ることは難しい面も多い。頑張っていた

だきたい。 

∙ 多々困難は有ると思いますが、調査研究

を推進し、ご期待に応えられるよう努力

いたします。 

∙ 危険ドラッグや違法健康食品の摘発・防

止対策には欠かせない有効・有用な分析

法の確立を目指すものであり、早期の研

究成果を期待する。 

∙ 可能な限り早期に成果が出せるよう、努

力いたします。 

∙ 危険ドラッグに対する取り締まりの強化

によって、販売店が姿を消した半面、違

反者の検挙数は急増し、さらに新たなド

ラッグが市中に出回るなど状況は悪化し

ている。早急な対策により、抜本的な解

決を図る必要がある。そうした観点から、

今回の新規研究課題である、現行分析法

では同定困難な新規ドラッグに対する信

頼性高い分析法の開発は焦眉の急であ

り、一日も早い成果を期待したい。 

∙ 新規ドラッグに対応可能な分析法を確立

するため、様々な方法を駆使し、ご期待

に応えられるよう努力いたします。 
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（環境関係） 
課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

 汎用機器による迅速・簡易・

網羅的分析法の開発とその実

用化に関する研究 

H29-31 ∙ 分析対象物質は増加の一途にある。継続

的に研究されるべき課題なので、尽力願

いたい。 

∙ 貴重な御意見ありがとうございました。 

∙ 化学物質の迅速分析法の開発は、県民の

安全を守る上で大変重要である。 

∙ 貴重な御意見ありがとうございました。 

∙ 対象化学物質が漠然としており対象と

する化学物質をある程度絞り込んだ方

が良いのではないか。 

∙ 環境基準物質や排出規制物質等を優先

項目として、取り組んでいきたいと考え

ております。 

∙ 背景因子の整理が必要である。有害物質

の増加は測定技術の開発によるところ

が大きいのではないか。有害物質の生成

数が増加しているのであれば、有害物質

の地域格差やその推移等はどうか。大切

な研究であるが、難しい面も多い。 

∙ 有害物質の地域格差や推移等について、

まずは公表されている PRTR データ等を

用いて、その情報収集に努めてまいりた

いと考えております。 

∙ 事故・災害時に発生する汚染物質の網羅

的な検知を可能にすると共に、世界的に

毎年急激に増加している有害物質のデ

ータベース化を可能にするなど、万能型

化学分析法の開発である。完成すれば、

外部機関への技術移転も視野に入れて

いる。早期の成果と完成が望まれるテー

マである。 

∙ 化学物質の数と量が急増している昨今

において、有害化学物質のデータベース

の拡充は重要な取組の 1つになります。

頂いた御意見を参考に、県内の研究機関

をはじめ、外部機関にも技術移転が可能

な汎用性の高い分析法として確立でき

るように尽力してまいります。 

∙ 汎用機器を活用した網羅的分析法の開

発は、化学的なアプローチを行う上で、

最も基礎的かつ信頼性の高い方法とい

える。今回開発される手法が県内の試

験・研究機関に普及することによって、

災害発生時等に広域かつ迅速な対応を

約束するものであり、その効果は極めて

大きいと考える。 

∙ 貴重な御意見ありがとうございました。

開発法は県内の試験・研究機関をはじ

め、より多くの検査機関に普及できるよ

うに努めていきたいと考えています。 

 イオン液体を抽出媒体とし

た環境に優しい分析法の開発 

－土壌および底質試料中のダ

イオキシン類の分析－ 

H29-31 ∙ 開発される手法が公定法として採用さ

れるように尽力していただきたい。 
∙ 公定法としての採用も視野に、まずはし

っかりとしたデータの取得・検証及び従

来法との比較等を行ってまいります。 

∙ 新しい分析法は、環境保全に役立つであ

ろう。 

∙ 貴重な御意見ありがとうございます。環

境保全行政に貢献できるよう、尽力いた

します。 

∙ ダイオキシン類の分析にとって前処理

と抽出技術が重要である。このため、簡

便で迅速化が計れる分析法の開発が期

待される。 

∙ 簡易・迅速な分析法を開発できるよう、

研究を進めてまいります。 

∙ 新規性の高い、素晴らしい研究である。 ∙ 貴重な御意見ありがとうございました。

御期待に沿えるよう、尽力いたします。 
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∙ 高価なイオン液体を使用するので、従来

法に比べて、より迅速かつ高精度分析が

できる優れた方法であるべきですが、い

かがか。また、本テーマは新しい試みで

あり、世界初の研究成果が得られたら、

特許出願も考えられる。 

∙ イオン液体を用いることにより、前処理

工程の簡略化を図り、迅速な分析法を開

発することを目標としております。その

精度についても検証していきたいと考

えています。また、特許出願に関しては、

まずはしっかりとしたデータの取得・検

証及び従来法との比較等を行ってまい

ります。 

∙ 独自性が高い研究であり、実用化が期待

される。 

∙ 実用化に向け、研究を進めてまいりま

す。 

∙ イオン液体を抽出媒体とするダイオキ

シン等の分析法は従来法に比べ、簡易・

迅速に行える利点がある。こうした利点

を生かし、ダイオキシンにとどまらず

種々な化学物質に適用可能な簡易・迅速

分析法への応用を目指していただきた

い。 

∙ イオン液体は構成イオンの組み合わせ

によって溶媒特性を調整可能であると

いった特徴を持つことから、様々な化学

物質の分析への応用についても検討し

たいと考えています。 

廃棄物最終処分場における浸

透水の微生物群集構造と適正管

理に関する研究 

H29-31 ∙ 本研究の成果をどのように「適正」管理

に活かすのか、その方法を含めて検討し

ていただきたい。また、廃棄物の性状の

ばらつきとそのばらつきが生み出す微

生物群集の差異への対処法を深く検討

していただきたい。 

∙ 微生物群集の変化によって、水質悪化や

有害ガス発生の前触れが検知できるよ

うになれば適正管理に活かせると考え

ています。また、廃棄物の性状と微生物

群集の関係を明らかにすることが重要

であるため、解析手法も含めて深く検討

したいと考えています。 

∙ 本研究により、廃棄物処分場における管

理がさらに適正化され、環境保全に役立

つものと期待する。 

∙ 処分場の適正管理の一助となるよう研

究を進めたいと考えています。 

∙ 廃棄物最終処分場の安定化の評価を、微

生物群集構造の面から解明する研究は、

独創的である。しかし、安定化の標準と

なる微生物群集の設定をどう考えてい

るか説明していただきたい。 

∙ 安定化の標準となる微生物群集の設定

については、嫌気的な環境で有害ガスが

発生するため、嫌気性微生物の存在割合

を着目点の一つと考えています。今後の

研究の進捗状況によりますが、安定化の

標準となる微生物等も探索していきた

いと考えています。 

∙ 県下２０か所の最終処分場についての

調査研究により、処分堆積物や管理環境

による浸出水の特性（本件の微生物群集

構造も含む）の違いなどが把握・解明さ

れると、新たな処分場に際しても適正管

理が可能になるであろう。 

∙ 県内の様々な処分場を対象に研究を進

めることで、他の処分場についても応用

できる知見が得られると考えています。 

∙ 廃棄物最終処分場の維持管理の指標と

して、従来の水質基準にとどまらず、廃

棄物組成と微生物群集の 2 要素を組み

合わせて、総合的に判断するアプローチ

は極めて意欲的である。ぜひとも、この

新たな手法を確立して、一段と進歩した

管理手法を普及させていただきたい。 

∙ 従来の項目のモニタリングでは、処分場

内部の状態の悪化を未然に検知するこ

とは困難です。微生物群集を分析するこ

とにより、いち早く内部状態を予測でき

るようになれば幸いです。 
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 県民参加型の生物多様性調査

マニュアルの開発 
H29-31 ∙ 生物の種同定に留まることなく、水環境

の状況を把握できるように、判断指標を

含めて検討していただきたい。また、マ

ニュアルだけでなくスマートホンを利

用した情報伝達手法についても検討し

ていただきたい。 

∙ 現在作成中の指標と連携した同定マニ

ュアルの作成により、水環境の状況につ

いても適切に把握できることを目指し

ます。完成したものについては、適宜イ

ンターネット上での公開・活用を検討し

ていきます。 

∙ 福岡県の環境保全に役立つものと期待

される。 

∙ その方向で活用できるよう進めていき

ます。 

∙ 福岡県としての特徴と独自性を明確に

していただきたい。 

∙ 他地域での類似事例の情報収集は積極

的に行い、使い勝手を最優先としつつ、

福岡県独自のものを考えていきます。 

∙ 本件の課題解決に向けて、まずは県民参

加の仕組みづくりが必要。過去３年間の

ボランティア団体などとの共同調査実

績があることから、それらを踏まえた有

効な調査マニュアル化が望まれる。生物

多様性の調査・保全は福岡県独自の継続

的な取り組みであり、他所への波及効果

を期待したい。 

∙ 過去 3 年間実施した県民参加型生き物

調査である「ふくおか生きもの見つけ

隊」で得られた課題等も踏まえて、一般

の人が活用しやすい公開の方法などを、

環境部自然環境課とも歩調をあわせて

考えていきます。 

∙ 「県民参加型」を実現する仕組みづくり

という視点がやや不足しているのでは

ないか。完成したマニュアルの活用方法

などを含めて検討していただきたい。 

∙ 実質的に環境教育を担当している保健

福祉環境事務所担当職員向けの研修等

において、完成したマニュアルの周知を

図って行きたいと考えています。 

∙ 生物多様性の確保は、従来の環境保全の

視点を一歩高度化したアプローチとい

える。こうした施策は、行政からのトッ

プダウンのみでは不十分であり、市町村

や一般県民を巻き込んだ双方向の対応

が有効であろう。ぜひとも、裾野の広大

な、県民運動としての広がりを期待して

いる。 

∙ その方向で活用できるよう環境部自然

環境課や保健福祉環境事務所と連携し

て進めていきたいと考えています。 

 侵略的外来種の防除手法に関

する研究 
H29-31 ∙ 防除手法として多様な方法がある。除

去・駆除のために地域住民が率先して採

りたくなるモチヴェーションを生み出

す手法も考えていただきたい。 

∙ 防除手法自体ではなく、防除活動として

モチヴェーションを高める取組につい

て検討していきたいと思います。例え

ば、ジビエへの活用や駆除したオオクチ

バスの試食会を実施するなど、我々の生

活の糧となるような駆除活動を確立す

ることで、地域住民と一体となった持続

的な活動が展開できる可能性が考えら

れます。 

∙ 防除する必要性のある外来種を選別す

る基準がわかりにくい。 

∙ 防除するべき外来種については、平成

29 年度に発行される侵略的外来種リス

トの中で、選定基準や選定理由等を詳細

に解説するとともに、重点的に駆除が必

要な外来種として 20 種を選定する予定

です。 

∙ 海外からの観光客が多く押し寄せる現

状において、環境保全のために重要な研

究と思われる。 

∙ 海外からの観光客が増えることにより、

外来種の侵入リスクが高まることが予

想されますので、侵入定着予防対策につ

いても、今後検討していきたいと考えま

す。 
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∙ 「防除手法」に関してもう少し具体性を

持った説明が欲しい。 

∙ 外来種の定着段階（限定分布、分布拡大

中、まん延等）に応じた対策目標を立て、

それぞれに応じた防除手法について検

討していきたいと思います。すなわち、

目標を根絶とする場合は、より効果的な

捕獲方法の開発、分布拡大防止の場合

は、移動分散のメカニズムの解明とそれ

を断ち切るシステムの開発、低密度化の

場合は、より効果が持続する駆除活動の

頻度等を明らかにすることなどが想定

されます。 

∙ 外来種の内でも侵略的な種だけを駆除

対象とすべきだと思う。その侵略的外来

種の新たな防除手法としてどのような

方法を想定されているのか、対象種に応

じた適正な方法・システムが採られるべ

きである。 

∙ 外来種の定着段階（限定分布、分布拡大

中、まん延等）に応じた対策目標を立て、

それぞれに応じた防除手法について検

討していきたいと思います。すなわち、

目標を根絶とする場合は、より効果的な

捕獲方法の開発、分布拡大防止の場合

は、移動分散のメカニズムの解明とそれ

を断ち切るシステムの開発、低密度化の

場合は、より効果が持続する駆除活動の

頻度等を明らかにすることなどが想定

されます。 

∙ 生物多様性を保全する意味からも、侵略

的外来種の防除は重要な課題であり、早

急かつ広域な対応が必要である。地方に

よって、事情の違いはあるであろうが、

対応の対象が県の領域を超える場合も

あることから、他の自治体とも連携の

上、迅速かつ効果的に対応していただき

たい。 

∙ 福岡県ではシカの密度管理のために、周

辺市町村が連携して駆除に取り組んで

いる事例があります。アライグマ等にお

いても市町村を越えた移動が想定され

ますので、今後、関係自治体との連携も

視野に入れた調査・情報発信等について

検討していきたいと考えます。 
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別表２ 平成２７年度終了研究課題に対する委員会の意見とその対応 

    （保健関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

 非O157腸管出血性大腸菌の

病原因子に関する研究 

 

H25-27 

 

∙ 研究は概ね目的を達している。国として

も重要な課題であるので、これからも続

けて尽力していただきたい。 

∙ 腸管出血性大腸菌に関する調査研究に

ついては今後とも継続的に努めてまい

ります。 

∙ 非O157 腸管出血性大腸菌に関する新し

い知見が得られた。 

∙ 今後とも腸管出血性大腸菌に関する新

しい知見を得るべく努力していきます。 

∙ 成果の意義、県民の健康の保持への貢献

に関しての情報提供が不足している。 

∙ 代表的な血清型（O157、O26、O111）以

外の腸管出血性大腸菌が重篤な病原性

を示す可能性があることについて、県民

を対象とした講演会などの情報提供の

場を活用して積極的に情報還元をして

いきます。 

∙ 研究計画通りの成果を収めている。研究

成果による県民・行政への貢献として、

保健所職員への研修・実習を行うととも

に、研究情報の公表発信として海外誌に

投稿し、世界初の情報を発表したことな

ど、高く評価される。 

∙ 今後とも、国内にとどまらず、国際学会

や海外誌等を利用し、情報発信に努めて

参ります。 

∙ 当初の目標である、非 O157 EHECについ

て遺伝子と表現型が明らかにされ、ヨー

ロッパとは大きな隔たりがあること、か

つその２０％は薬剤耐性かつ多剤耐性

であることが明らかにされた。福岡県に

おける食品衛生管理行政に大きな影響

を持つと考えられ、研究者のご努力に感

謝したい。 

∙ 本研究課題に対する多大なる評価あり

がとうございます。今後とも食品衛生管

理行政に役立つ調査研究を進めて参り

ます。 

 油症等のダイオキシン類に

よる人体影響と遺伝要因との

関連の解明に関する研究 

H25-27 

 

∙ 症例数を増し成果をさらに価値あるも

のにするため、研究を今後も継続してい

ただきたい。 

∙ 九大油症研究班と協力し,今後も継続し

て研究に努めてまいります。 

∙ 全国の油症検診受診者において、ダイオ

キシン類汚染度の現状がきちんと調べ

られている。 

∙ 九大油症研究班と協力し,今後も継続し

て研究に努めてまいります。 

∙ 学会誌、学会発表等、積極的な活動が評

価できる。 

∙ 今後も研究成果を積極的に発表するよ

う努めます。 

∙ 本研究成果の県民への貢献に関して情

報提供が不足している。 

∙ HP や油症ニュース等を通じて県民の皆

様への情報発信に努めます。 

∙ 長期・継続的な調査研究の成果として、

油症対策に寄与し、ダイオキシン対策の

科学的根拠を提示したことは県民・行政

への大きな貢献であり、内外の研究論文

投稿や学会発表などが多数行われたこ

とも高く評価できる。これらの研究成果

が具体的な課題解決や行政事業に有

効・有用に活用されることを期待する。 

∙ 高い評価をいただきありがとうござい

ます。今後も九大油症研究班と協力し、

継続して研究に努めると共に行政施策

への貢献の方策について検討してまい

ります。 
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∙ 福岡県に特有の本課題に対し、汚染実態

と遺伝子レベルでの症状の解明がなさ

れた。また、健康被害の軽減策について

もいくつかの臨床的対策が提示された。

また、最も懸念された次世代への影響に

ついては、母乳保育による影響が大きい

ものの、母乳中のダイオキシン濃度が低

いため、影響はさほどでないことが確認

された。本研究によって、油症認定の基

礎データが構築され、ダイオキシン対策

の科学的根拠が明らかとなった。 

∙ 高い評価をいただきありがとうござい

ます。今後も九大油症研究班と協力し、

継続して研究に努めてまいります。次世

代への影響については未知のことも多

く、科学的な解明の基礎データの蓄積に

努めてまいります。 

 
  （環境関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

福岡県における微小粒子状

物質（PM2.5）濃度の実態把握と

影響評価 

H25-27 

 
∙ 重要な課題であるので、実態把握の精度

向上に努めていただきたい。国内発生分

を含め発生源分離も考えていただきた

い。さらに、大気と微粒子の輸送過程の

差異も考慮していただきたい。 

∙ 今後、測定項目を増やして、発生源解析

の精度向上に努めてまいります。また、

大気汚染物質の輸送過程を詳細に解析

するため、大気化学輸送モデルを導入す

る準備を進めているところです。 

∙ 福岡県において非常に重要な環境問題

である PM2.5 について、詳細に検討され

ている。 

∙ PM2.5 はオキシダントとともに福岡県に

おいて重要な環境問題と認識しており、

今後も継続して調査研究を進めてまい

ります。 

∙ 永年の蓄積されたデータが生かされて

おり、実態把握に生かされている。学会

誌、学会などでの発表も積極的である。 

∙ 今後も、機会をとらえて、学会発表や論

文投稿を行ってまいります。 

∙ 調査研究テーマとして取り組んだ課題

解決は十分に達成されている。国立研、

大学、その他の外部機関との共同調査・

共同解析が効果的だったと思われる。

PM2.5の発生源の特定も可能になり、中国

や韓国との技術交流に生かされている

のは評価される。更に、この成果は発生

源の抑制方策の提言などに生かせない

のか。 

∙ 広域的な環境問題である PM2.5 の調査研

究を進めていく上で、国立環境研、全国

の環境研、大学等との連携はたいへん有

効であると考えております。得られた成

果については適宜情報提供し、PM2.5削減

対策に関与してまいります。 

∙ 県民の関心の高い領域であり、ニーズに

合った調査となっている。また、中国と

の協力などの評価も評価できる。 

∙ 研究成果については機会をとらえて県

民にアピールしてまいります。中国(江

蘇省)との都市間連携事業についても継

続して取り組んでまいります。 

∙ 県民の中長期的健康に密接な影響を持

ち、また関心も高い PM2.5問題について、

信頼性の高いデータの蓄積ができた。

PM2.5 に関するリアルタイム情報提供は

県民に対し大きな安心感と、さらには洗

濯等生活習慣についても大きな変化を

与えている。また、後方流跡線解析によ

って、PM2.5の大部分が中国由来であるこ

とが明らかとなり、今後の問題点解決の

大きな一歩となった。研究関係者のご努

力に感謝したい。 

∙ PM2.5濃度については、インターネット上

だけでなく、テレビのデータ放送でも速

報値を公表しているところです。また、

テレビの天気予報に続いて PM2.5 の予報

も放送されており、県民のみなさまの関

心も高いようです。PM2.5の大気中での挙

動を解明し、県民のみなさまの不安を少

しでも解消できるよう、今後も調査研究

を進めていく所存です。 
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新しい放射性セシウム吸着

材の開発及びその評価と利用

に関する研究 

H25-27 ∙ 国家的課題への貢献度の高い研究であ

る。実用研究では経済条件やその他の条

件を踏まえて検討する必要がある。 

・ ＡＭ２合成用試薬の再利用を可能とした

ことでコストの削減に成功しました。Cs
吸着材の経済性を含む実用化への条件

はほぼ充足されたと考えます。 

∙ 原発被災地における復興に役立つ研究

と思う。 

∙ 汚染処理や除染に役立てたいと思いま

す。 

∙ 本研究の成果の県民への情報提供が少

ない。 

∙ 新聞やテレビに取り上げられ、福岡県環

境白書にも掲載されました。しかし、特

許や商品化の計画があったため、積極的

に情報提供を行ってきませんでした。今

後は、学会や誌上発表に力を注いで行く

予定です。 

∙ 放射性セシウムの吸着材としては、所期

の研究成果が得られているが、実用化に

はコストパフォーマンスに問題がある。

リサイクル利用は出来ないのか。東北地

方震災の放射能汚染処理にはストロン

チウムの吸着能が弱いため採用されな

いのは残念である。その他の分野への利

活用は考えられないか。 

∙ ＡＭ２の Cs 吸着力は非常に強く、不可

逆的であるため再利用は難しいと考え

られます。汚染水処理以外の利活用に

は、最終処分場、中間貯蔵施設及びバッ

クエンド（終末処理場）での Cs の拡散、

溶出、移行抑制のための固定化資材、ま

たＡＭ２ディスクとして土壌中での移行

性評価、水中 Cs 濃度測定用の濃縮試薬

として応用可能と思われます。 

∙ 放射性セシウムの吸着除去に関する独

創性の高い研究である。特許取得など権

利化を図るとともに、原子力災害等の緊

急事態に対応できるよう技術移転を図

っていただきたい。ストロンチウムの吸

着が今一歩とのことであるが、この点に

ついても、九州大学での改良等フォロー

を続けてはいかがか。 

∙ 汚染水処理に稼働しているシステム（ア

ルプス及びヒーロー）は Cs及び Srの同

時処理装置であり、装置に適応するため

に同時吸着材を開発しました。しかし、

本来 AM2は構造上 Cs 選択性と Cs 吸着

力において他の Cs 吸着材を凌駕してお

り、原子力災害時に最も重要である Cs
に特化した吸着材及び固定化材として

利用するのが適当と考えています。 

農薬の河川への流出実態の

解明 

H26-H27 ∙ 複雑な輸送過程を明らかにするために

尽力されたことが窺われる。農薬の分解

性、散布時期にも注意が必要である。 

∙ 計算結果は分解性や散布時期が変わる

と、大きくずれるためモデルの適用に際

して、分解性は文献・計算式を駆使し水

中と土壌中の分解速度を求め、散布時期

は地元 JA での情報収集と、現地で毎日

確認作業を実施しました。 

  ∙ 開発されたリスク評価モデルを、環境保

全に役立てていただきたい。 

∙ 環境保全に役立てるために、更に広い地

域で本モデルを適用する所存です。 

  ∙ 実態モデルの場所として、宝満川上流を

選ばれた根拠を明らかにしていただき

たい。本研究の成果が県民への貢献度と

しては弱い。 

∙ 宝満川上流を選定した理由は、梅雨期に

連日の河川水の採水・分析を実施するた

め、研究所に近い河川を選定する必要が

あったものです。2年間の研究期間で、

宝満川流域を舞台に本モデルが高い精

度を有することを示せたので、これから

県内主要河川に本モデルを適用いたし

ます。 

  ∙ 農薬汚染と河川の流域との関係が良く

分かった。 

∙ ありがとうございます。 
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  ∙ 宝満川流域を対象に、河川農薬濃度予測

モデルの開発に成功しているのは評価

できる。今後、更に精度の向上と対象河

川の拡張を図ることにより、水生生物へ

のリスク軽減や生物多様性への保全な

どに有用な情報提供が可能になること

を期待する。 

∙ 目下、宝満川上流域に留まらず筑後川流

域への拡張を進めており、将来的には、

県内主要河川に対し本モデルを適用し、

濃度マップ、リスクマップなどの情報提

供を積極的に行う所存です。 

  ∙ 農業地域においては重要な課題であり、

研究成果を活用していただきたい。 

∙ 今後、研究成果をさらに発展させ、農業

地域に活用していきたいと思います。 

  ∙ 河川における農薬濃度予測モデルの開

発成功はおおきな収穫である。広域かつ

条件が複雑に変化する環境下での予測

モデルの成功は大きなインパクトがあ

る。 

∙ 農薬濃度マップ等により、安心して稲作

が行えるための情報提供を行っていき

たいと思っております。 

湖沼・河川水中の硝酸イオン

の再生可能な除去法の開発 

H25-H27 ∙ 原理的には可能な手法であるが、実用化

には費用対効果の判断が欠かせない。 

∙ 今後、費用対効果についても検討してい

きたいと思います。 

∙ 硝酸イオン除去法の実用化に向けて努

力していただきたい。 

∙ 実用化に向けて、さらに研究を進めてい

きたいと思います。 

∙ 硝酸イオンの環境リスク・健康リスクを

もっと明示すると共に、茶畑におけるＮ

系肥料の施肥実態と汚染対策の福岡県

の対策を示して欲しい。 

∙ 硝酸イオンは地下水汚染において飲用

に対するリスクが考えられます。また、

福岡県では、施肥時期や施肥量につい

て、施肥基準を公表しております。対策

として、減肥、施肥方法の技術開発（点

滴施肥等）等を行っております。 

∙ 大切な課題である。実用化に向け努力を

していただきたい。 

∙ 実用化に向けて、さらに研究を進めてい

きたいと思います。 

∙ 汚染源に直接対処する挑戦的な取り組

みであり、実験室レベルでは所期の研究

成果が得られている。今後、研究結果を

現場の実用化に結び付けるには、イオン

交換樹脂のコストの問題、茶畑の土壌か

ら硝酸イオンを効率的に除去するため

の構造・仕組みの構築など、更に踏み込

んだ課題解決が望まれる。 

∙ 実験室レベルでは、硝酸イオンの除去が

可能であることが確認されました。しか

し、ご意見のとおり、実用化には、構造・

仕組みの構築など多くの課題が残され

ています。今後、実用化に向け、課題を

一つずつ解決していきたいと思います。 

∙ 実用性と経済的優位性が立証できれば、

静岡県等茶業の盛んな地域にも移転可

能な技術である。方法論の見直し等を含

め、新たな発想で再チャレンジされては

いかがか。 

∙ 今後、実用化に向けて、さらに検討して

いきたいと思います。 

福岡県の環境活用資源等の

潜在力調査 

H25-H27 ∙ 労力のかかる研究を推進していただき、

その努力を多としたい。 

∙ 今後、関係市町村と協議を重ね研究成果

の普及に努めたいと考えています。 

  ∙ 得られた結果を都市開発に役立ててい

ただきたい。 

∙ 都市開発に環境情報を付加し、持続可能

性のある開発になるよう努力したいと

考えています。 

  ∙ 行政や県民への情報提供や成果のＰＲ

が弱い。 

∙ 広報活動にも努力したいと考えていま

す。 
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  ∙ 温暖化対策を推進するうえで、有用な情

報提供を可能にする研究成果が得られ

ている。森林・樹木による二酸化炭素・

二酸化硫黄・二酸化窒素の削減効果を示

し、また、太陽光発電パネル設置可能面

積を推計することにより、各市町村にお

ける施策・対策への指針を提示したこと

は高く評価できる。推計データの更なる

精度の向上を図るとともに、各市町村が

取るべき施策への提言がなされること

を期待する。 

∙ 課題は残っておりますので、今後は、市

町村の協力を得られるよう努力し、精度

向上を図り、施策提言へ繋げていきたい

と考えています。 

  ∙ 森林帯による SO2、NO2吸収容量の推計や

既存建屋屋根面積をベースにした太陽

光発電容量の推計等、社会的なインパク

トの大きい研究成果と考える。 

∙ 今後もご評価を励みとし、研究を続けて

いく所存です。 

英彦山ブナ林生態系におけ

る生物多様性の保全と再生 
H25-H27 ∙ 単なる防御から、防御をさらに拡大する

ことになる際の実行可能性を含めて検

討していただきたい。 

∙ ご指摘のとおり、英彦山ブナ林生態系の

保全を考える上では、広域的な防護が必

要であり、その実行可能性を検討するこ

とは大変重要なことと考えています。全

国的には、奈良県大台ヶ原や栃木県戦場

ヶ原において、それぞれ約 70ha、980ha

という広範囲での柵設置を行っており、

その有効性も報告されています。英彦山

においても防護ネットを広域に展開す

ることは技術的に十分可能と思われま

すが、予算の確保が最大の課題です。今

後も、環境部自然環境課と連携して予算

の確保に努め、防護ネットの拡大を図り

たいと思います。 

  ∙ 環境保全に役立つ研究である。 ∙ 本研究課題に対する多大なる評価をい

ただき、ありがとうございます。今後も、

自然環境保全に役立てるよう尽力しま

す。 

  ∙ もう少し長期的な視点での調査が必要

であろう。本研究の成果の技術移転の可

能性を明示して欲しい。 

∙ ご指摘のとおり、森林の再生には 50年、

100 年先の長期的な視点が必要不可欠で

あり、英彦山ブナ林生態系の将来像を見

据えることが大切です。本研究では、防

護ネットの設置による短期的な影響を

明らかにしてきましたが、今後は、この

影響がどのように変遷していくのかを

長期的にモニタリングする体制を検討

したいと思います。 

  ∙ 調査研究の結果として、シカ被害が大変

な状況にあることや防護対策も容易で

はないことが認識された。今後更に更に

創意工夫を凝らして、新規テーマにおい

ては広域的な防護柵や種々の管理方策

の有効性を厳密に検証・確認するととも

に、自然環境課が行う県重点施策事業

（捕獲や防護柵の設置など）との緊密な

連携のもとで、所期の目的を達成してい

ただきたい。 

∙ 本研究では、ネットの有効性の評価だけ

でなく、急峻な山地におけるネットの設

置技術や維持管理方法を確立すること

ができました。今後、英彦山を初めとし

た山間地において、今回の成果や技術を

移転したいと思います。 
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  ∙ フィールド試験であり研究結果は様々

な状況に左右されることは理解できる

が、研究目的や仮説の設定がやや曖昧な

ところがある。例えば防護ネットと他の

施策の比較などを行えば、効果の検証が

より明確になったのではないか。 

∙ 本研究では、シカ防護ネットの効果が評

価されたことに加え、急峻な山地におけ

るネットの設置技術や維持管理方法を

確立するができました。これらの技術

は、環境部自然環境課が実施している防

護ネットの設置に活かされています。ま

た、今回は約 1haという狭いエリアでの

研究に留まったため、新規研究課題にお

いては、ネットの設置が他のエリアにお

いても有効な方法なのかどうか、広域的

な視点で研究を進めていきたいと考え

ています。 

  ∙ この種の社会科学的な研究については、

方法論も確立しておらず、大きな困難に

直面されたと拝察する。しかし、英彦山

ブナ林の保全と再生に着実な一歩を築

かれた意義は極めて大きく、今後、新規

研究課題への継続・発展により、さらな

る成果につながることを期待する。 

∙ シカによる被害を軽減させる方法とし

ては、シカ防護ネットの設置のほかに、

捕獲によるシカの個体数管理が挙げら

れます。英彦山は霊山かつ鳥獣保護区で

あるという理由から、捕獲が進んでいま

せんでしたが、H28年度より、環境部自

然環境課の重点施策事業としてシカ捕

獲が開始されました。このため、今後は、

防護ネットの効果検証だけでなく、捕獲

事業による効果についても検証してい

く予定です。 
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別表３ 平成２７年度継続研究課題（中間年）に対する委員会の意見とその対応 

 

    （保健関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

 トリ及びトリ肉に由来する

ヒト細菌性下痢症の原因菌に

関する研究 

H27-29 

 
∙ 健康リスク削減に欠かせない研究であ

るので、細菌に汚染され摂取に至るまで

の過程全般にわたって調査を進めてい

ただきたい。 

∙ これまで、農政分野と保健衛生分野の両

方について、一連の調査を実施すること

は難しいとされてきました。しかし、本

研究では、それら分野に関わらずに菌株

等を分離して、菌株の型別等を実施して

おります。ご意見をいただいたように、

本研究をとおし、一連の流れの中で、感

染や汚染経路などを明らかにし、その汚

染低減策について提案等ができるよう

研究を進めて行きたいと考えています。 

∙ 多くの検体を集めて詳細な検査が行わ

れている。 

∙ よい成果が得られるよう進めていきた

いと思っております。 

∙ 型別不能が増加している背景はどんな

環境が考えられるのか。 

∙ 市販カンピロバクターの血清型別用免

疫血清は標準株では明瞭に反応を示し

ますが、野生株では必ずしも反応を示さ

ないようです。このことから、型別不能

が増加しているというより、市販免疫血

清では反応性が優れず、血清型別が十分

に行えていないと考えています。そのた

め、血清型別に代わって遺伝子による型

別を実施し、どのような型が増加してい

るか等の傾向を把握したいと考えてい

ます。 

∙ 調査研究は当初計画通りに進捗してい

る。トリからの菌の検出は農場により、

また、食肉加工場によって差異があるよ

うである。出来れば、トリの生育環境か

ら消費者にわたるまでの全体の流れの

中で感染経路が解明されれば、より的確

な汚染源低減化対策が講じられるので

はないか。 

∙ これまで、農政分野と保健衛生分野の両

方について、一連の調査を実施すること

は難しいとされてきました。しかし、本

研究では、それら分野に関わらずに菌株

等を分離して、菌株の型別等を実施して

おります。ご意見をいただいたように、

本研究をとおし、一連の流れの中で、感

染や汚染経路などを明らかにし、その汚

染低減策について提案等ができるよう

研究を進めて行きたいと考えています。 

∙ 鶏肉は、県民の重要蛋白源でありその安

全性を確保することは極めて重要な課

題であり、サルモネラのみならず、カン

ピロバクターによる汚染が高いという

事実から早急な対策が望まれる。国内の

他の研究機関ともよく連携を保ち、速や

かな研究成果を挙げられるよう希望す

る。この種の研究テーマにおいては、行

政との緊密な連携によって、実効性ある

アクションプランに結びつけることが

肝要である。 

∙ ご 指 摘 の よ う に 、 鶏 肉 に お け る

Salmonella 及び Campylobacter の汚染

は公衆衛生上重要な問題と考えており

ます。研究実施にあたり、当所だけでな

く、国立感染症研究所をはじめ、大学、

他の地衛研と情報交換や共同研究を実

施しています。得られた結果から、何ら

かの低減策等を提案できるよう研究を

進めたいと思っております。 

 感染症発生動向調査事業に

おけるウイルス検査体制の強

化 

H27-29 

 
∙ ウイルスの検査体制は地域住民の安全

性確保のために欠かせないものである。

大いに進めていただきたい。 

∙ 健康危機管理対応の観点からも、継続し

て検査体制の強化に努めます。 

-185-



  ∙ 多くの症例においてアデノウイルスの

詳細な遺伝子検査が行われている。 

∙ アデノウイルスは様々な症状を引き起

こすウイルスであり、多様な遺伝子型が

存在します。その関連を明らかにできる

よう解析を行います。 

  ∙ 「検査体制が不十分なウイルス」にはど

のようなウイルスが予想されるのか。 

∙ 遺伝子型の多様性という観点から、アデ

ノウイルスやノロウイルスを想定して

います。さらに、感染症法改正により、

新たに検体採取が規定された疾病につ

いても検査法の開発・改良に関する研究

を行う予定です。 

  ∙ 研究開発は計画通りに進捗している。既

にアデノウイルスの新たな解析・解明法

が確立されたため、更に実践的且つ有効

的な応用が期待される。今後、ウイルス

検査についても体制強化が図られるこ

とを期待する。 

∙ アデノウイルス 3 領域解析法の導入に

より、新型を含めたアデノウイルスの解

析体制が整いました。多様な症状と遺伝

子型との関連を明らかにできるよう、研

究を進めます。 

  ∙ 新型アデノウイルスの同定を構築する

体制ができたことは大きな進歩である。

さらに研究を加速され、十分な検査体制

を構築されることを期待する。 

∙ 平成 28 年度の研究成果として、環境サ

ンプルから新型であるアデノウイルス

79 型を分離同定しました。このウイル

スがどのような症状を引き起こすのか

は未だ明らかではありません。引き続

き、その発生状況について研究を行いま

す。 

 
  （環境関係） 

課題名 研究期間 意見 保健環境研究所における対応 

水環境中微量有害化学物質

の分析法開発と汚染実態の解

明に関する研究 

～2,2’,4,4’-テトラヒドロキ

シベンゾフェノン等～ 

H27-29 

 
∙ いくつかの分析法がすでに考案されて

いるので参考にされると共に、最新の機

器を用いた分析法も検討していただき

たい。 

∙ 貴重なご意見を有り難うございます。

THBP に対して、本県が対象とする環境

媒体に適した、より簡便で実用的な高感

度分析法の検討に努めたいと考えてお

ります。 

∙ 環境保全に役立つ研究になっていると

思う。 

∙ 役立つ研究とのご意見を受け、よりよい

分析法開発を検討し、水環境中の濃度把

握に努めていきます。 

∙ 開発された新たな高感度分析法の問題

点や改良点があれば説明していただき

たい。 

∙ 検討した分析法は河川水、海水を対象と

しておりますが、下水処理水のような

SS 成分の多い水試料に対しても有効な

分析法開発の検討を行いたいと考えて

おります。 

∙ 研究計画通りに進捗し、開発目標の分析

方法もほぼ完成している。今後更に多成

分にまたがる分析精度の向上を図ると

ともに、県内環境監視地域における汚染

実態の解明に資する実証的なデータ取

得を期待する。 

∙ 貴重なご意見等有り難うございます。多

種多様な化学物質による環境汚染等の

実態解明及びその対策に資することを

目的とし、研究を実施していきたいと考

えております。 

∙ 水中の微量 THBP の定量分析法が確立さ

れたことは大きな一歩だと考える。本法

に基づき、THBP の汚染実態が速やかに

解明されることを期待する。 

∙ 本分析法が完成することにより、環境省

による全国的な河川水や海水調査が行

われ、水環境汚染の実態解明が進むこと

が期待されます。化学物質対策の立案及

び環境汚染の未然防止に寄与したいと

考えております。 
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水生生物保全に係る水質環

境基準物質の汚濁機構に関す

る研究 

H27-29 

 
∙ 類型指定に必要な条件を確定するため

にかかせない要の事項も調査する必要

がある。 

∙ 本研究が関係する本来業務（類型指定）

において，その他水質や魚類等の調査を

行っております。本研究では，LAS，NP

の汚濁解析等を進め，本来業務の支援を

行いたいと考えております。 

∙ 環境保全に役立つ研究である。 ∙ 環境保全に資する内容となるよう研究

を進めて参ります。 

∙ ＬＡＳの検出率と平均濃度は他県に比

較して福岡県の特徴があるのか。 

∙ LASの県内状況は，報告されている他県

の検出率や濃度範囲と同程度であり，特

段の特徴は今のところ見られません。 

∙ 研究計画通りに進捗している。県内河川

のほとんどにおいてＬＡＳによる水質

汚染の実態が明らかになったため、今後

どのような有効な対策が取られるべき

か、早急に提言していただきたい。 

∙ 現在，水生生物環境基準は適用されませ

んが，ほとんどの地点で LASの年間平均

値が基準を下回っており，早急な対策の

必要性は低いと考えています。一方，一

部地点では LASの高い傾向があり，今後

の対策が必要となる場合があるため，詳

細な検討を進めて行きたいと考えてお

ります。 

∙ 公共用水域に於ける類型指定事業とい

う新たなアプローチの中で、ＬＡＳとノ

ニルフェノールの汚染実態が明らかに

された。今後、さらにデータの蓄積が行

われ、創意ある類型指定手法の確立と、

汚濁対策が進展することを期待する。 

∙ 努力して参ります。 
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別表４ 保健環境研究所の研究分野に対する委員会の意見とその対応 

 

分 野 意見 保健環境研究所における対応 

保 

健 

関 

係 

 感染症の発生拡大防止及び食品の安全

性確保に関する研究 

 

 

 

 

∙ 日常生活に密接に関係している課題で

あり、その成果は県民に限らず広く活

用できるものであるため、研究の際に

は国家規模も想定して検討されること

が願われる。 

∙ 国立感染症研究所、国立医薬品食品衛

生研究所などと共同研究を計画或いは

実施中である。 

∙ 多くの研究が、開発・分析・予防・対

策とバランスよくおこなわれている。 

∙ 今後とも研究の実施にあたっては、問

題点を洗い出し、解決するための分析

法の開発、更に予防対策までに関する

一貫した研究を実施していきます。 

∙ 県民への貢献度と福岡県の特徴を明示

していただきたい。 

∙ 得られた研究成果については講演会な

どを通じて県民へ情報還元すると同時

に、九州の中心であるという福岡の地

域性を生かした研究を実施していきま

す。 

∙ これまで時宜に合った課題設定がなさ

れ、その成果により、緊急必要な事態

に十分な対処・対応がなされている。

今、海外から持ち込まれる感染症が増

加しているので、更に迅速で的確な防

除・防止対策が求められる。 

∙ アジアに近い福岡においては海外での

感染症流行にも常に考慮に入れながら

今後の研究課題の推進等に努力してい

きます。 

∙  県民の健康・安全に密接に係るテーマ

であるので、さらなる強化・継続が望

まれる。 

∙ 今後とも県民の健康や安全に密接に関

連した研究課題について積極的に取り

組んで行きます。 

 ダイオキシン類、有害化学物質による

健康被害の防止とその対策に関する研究 

 

∙ 合成化学物質が増加の一途を辿るな

か、摂取や母親から胎児への伝達など

による健康被害を防止することは絶え

ることの無い課題である。事後対策の

みならず、利用方法の徹底、摂取の回

避など予防的方策も欠かせない。継続

してリスク削減に努めていただきた

い。 

∙ たとえ微量でも蓄積性の高い化学物質

を長期間に亘り摂取した場合の母-子

間曝露や次世代影響が懸念されていま

す。大学、国立研究機関と連携して調

査を行い、曝露量や健康リスクの評価

を行います。将来的な予防的措置や方

策に繋がる科学データを提供します。 

∙ 健康に役立つ研究が行われている。 ∙ 同上 

∙ 県民への貢献度と福岡県の特徴を明示

していただきたい。 

∙ これまでに培った測定技術を活用し、

化学物質の安全性に関する情報発信に

努めます。 

∙ この分野に関する継続的な取り組みと

その蓄積された成果により、具体的な

課題解決に向けて対策・対応がなされ

ていることは高く評価される。今後と

も、継続的な調査データの蓄積と根本

的な解決法の充実を目指していただき

たい。 

∙ 油症研究では、患者認定ならや健康管

理に必要なデータを提供します。また、

食の安全・安心の確保に資するために、

農薬や難燃剤等の化学物質について継

続的な摂取量調査を行い、リスク評価

を実施することを目的として研究を推

進します。 

∙ 福岡県において優先的かつ継続的に取

り組むべきテーマであると考える。 

∙ 県民の食品の安全・安心に対する関心

が高まっており、調査を継続します。 
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 地域保健情報の解析、評価及び活用に

関する研究 
∙ 地域保健情報はビッグデータである。

情報処理の技法をできうる限り導入

し、データ解析・分析、データが示す

特性把握、および、得られた特性の活

用方法など、情報分野とも連携し、研

究を大いに進めていただきたい。 

∙ ご指摘いただきましたとおり，今後も

最新の情報処理技術の導入と各機関と

の連携により，研究を進めていきたい

と考えております。 

∙ 健康に役立つ研究が行われている。 ∙ 今後も，県民の健康に有益な情報を発

信していきたいと考えております。 

∙ 県民への貢献度と福岡県の特徴を明示

していただきたい。 

∙ 現在，県民の関心の高いインフルエン

ザ流行などの感染症情報をはじめ，

様々な情報を提供しています。今後は，

公設の試験研究機関として種々のデー

タ解析を行うことにより，医療や行政

に有益な情報提供も目指していきま

す。 

∙ 県の立場で可能なデータ収集が行わ

れ、適切な解析・分析を行い、有用な

情報発信が行われている｡この情報発

信を県内だけに留めることなく、他県、

特に隣接県と情報交換･共有を図るこ

とも意義あることではないか。 

∙ ご指摘のとおり，隣接県ばかりでなく，

全国組織との連携も図っていきたいと

考えています。 

∙ 地味なテーマであり、研究成果の評価

が難しい課題であるが、根気よく継続

していただきたい。平成 27年度新規１

～４は、ビッグデータに基づく新たな

研究手法を追求するものであり、成果

に注目している。 

∙ ご指摘のとおり，難しい課題でありま

すが，今後も継続的に取り組んで参り

たいと考えています。 

環 

境 

関 

係 

 ダイオキシン類、有害化学物質による

環境汚染の防止とその対策に関する研究 
∙ 合成化学物質が増加するとともに使用

法も拡大する中、環境へ放出される化

学物質も増加し続けている。無作用量

を越える摂取や暴露を回避することは

生態系保全にとって重要な課題であ

る。種々の生物に対する影響は千差万

別であるので、効率的な制御手法を案

出して頂きたい。 

∙ 化学物質の環境影響を最小限に留める

には、当所だけではなく、国や行政機関

の協力がなければなしえないと思われ

ます。生態系保全のため、関係機関との

協力体制について検討します。 

∙ 環境保全に役立つ研究が行われてい

る。 

∙ 今後とも有益な研究シーズの開発に努

めてまいります。 

∙ 県民への貢献度と福岡県の特徴を明示

していただきたい。 

∙ ダイオキシン類の環境調査を継続する

とともに、化学物質の分析法開発及び環

境実態調査を行い、結果を公表していき

ます。 

∙ その時々に問題となっている有害化学

物質の分析方法を開発し、環境汚染対

策に有用な情報提供をしてきている。

今後、更に迅速且つ高精度な分析方法

が確立されるとともに、環境汚染防止

の方策が提示されることを期待した

い。 

∙ 来年度から迅速かつ高精度なダイオキ

シン類分析法の開発をテーマに研究を

行う予定です。 
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∙ 非常に多種類の化学物質の迅速定量法

の確立は、潜在的な汚染物質の評価に

不可欠な技術であり、今後共系統的な

対応が必要と考える。 

∙ 有害化学物質の網羅的迅速分析法を開

発しており、特許も取得しています。現

在、1000以上の有機化学物質の同定・定

量試験を2時間程度で行うことができま

す。突発的危機管理案件にも十分対応で

きると考えます。 

  大気環境の保全に関する研究 ∙ 大気による輸送は単に大気の流れだけ

でなく、粒子の移動および粒子に吸

着・付着している物質や細菌の輸送に

も留意しなければならない。物理モデ

ルとして、「粒子」の輸送の精度を高

め、「粒子」付着物質の特性を把握す

ると共に、発生源の区別もできるよう

に深化させていただきたい。人体への

影響について保健部門と協同して検討

していただきたい。さらに、国内での

発生源対策についても検討していただ

きたい。 

∙ 大気汚染物質の輸送過程を詳細に解析

するため、大気化学輸送モデルを導入す

る準備を進めているところです。また、

発生源に関してさらなる情報を得るた

め、環境細菌が利用できないか検討しま

す。国内での発生源対策については、国

立環境研や全国の地方環境研との共同

研究で引き続き検討します。人体への健

康影響については今後の課題です。 

 ∙ 環境保全に役立つ研究が行われてい

る。 

∙ 行政と密に連携を取って、環境保全に

役立つ調査研究を進めてまいります。 

 ∙ 県民への貢献度と福岡県の特徴を明示

していただきたい。 

∙ 福岡県の大気汚染の課題はオキシダン

トや PM2.5 の環境基準達成率が低いこ

とから、当所では越境大気汚染を含め、

これらの課題に対応すべく研究を進め

ています。その成果を県民のみなさま

へわかりやすく提供できるよう今後も

努めてまいります。 

 ∙ これまでに、飛来するＰＭ2.5 などの監

視・観測システムを開発・整備し、そ

の発生源を特定するなど、着実な研究

成果が認められる。今後は、広く内外

に向けた情報発信や提案・提言を期待

する。 

∙ 今後も調査研究を発展させていくとと

もに、一般向け及び学会等での情報発

信に努めてまいります。さらに、研究

成果を基にした提案・提言ができるよ

う努めたいと思います。 

 ∙ ＰＭ2.5 に関する膨大な研究成果をもっ

と広く PR、活用していただきたい。今

後、中国等近隣諸国に由来する環境汚

染問題は、我国の環境安全保障の観点

からも重要な課題となる。こうした状

況下、科学的かつ冷静なデータ蓄積は、

国境を超えた広域環境保全施策を議論

する上で、貴重な基礎資料となる。 

∙ 福岡県において大陸からの越境大気汚

染は重要な課題です。これまでの研究

を発展させて、測定項目の増加、大気

化学輸送モデルの導入等により、発生

源解析の精度向上に努めてまいりま

す。また得られた成果の PR、活用につ

いても工夫して進めていきたいと思い

ます。 

 水環境の保全に関する研究 ∙ 通常の研究では、データの収集・集積

による解析の精緻化が多くみられる

が、新たな切り口による課題の発見も

欠かせない。さらに研究成果は社会実

装されることを前提に費用対効果への

配慮も必要である。 

∙ 今後、研究成果を実用化できるよう、

費用対効果も含め検討してきたいと思

います。 

  ∙ 多くの研究が、開発・分析・予防・対

策とバランスよく行われている。 

∙ 今後も、様々な課題に対応していきた

いと思います。 
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  ∙ 県民への貢献度と福岡県の特徴を明示

していただきたい。 

∙ 福岡県では、現在、水質汚濁防止法に

基づく類型指定に係る調査を行ってい

ます。今後も行政施策に反映できる研

究を推進しております。 

  ∙ 水質汚染の実態調査、実情把握から汚

染源の抑制技術の研究まで、水環境保

全に対する多角的な取り組みがなされ

ていることは評価できる。今後、現地

で実用化可能な対策技術が開発される

ことを期待する。 

∙ 実用化に向けて、研究を進めていきた

いと考えています。 

  ∙ 良好な水環境は、日本が誇る天然資源

の一つであり、今後共優先的に取り組

むべき課題である。 

∙ 良好な水環境を維持するため、今後も

水環境保全に関する研究に取り組んで

いきたいと考えています。 

  廃棄物の適正処理と有効利用に関する

研究 
∙ 廃棄物の適正処理と有効活用に欠かせ

ないところの「ものの設計」「使用材

料の限定」など上流部門への行政的指

導・管理を可能にする研究も必要であ

る。廃棄物は混合物であり、微生物的

検討は混合培養系に関するものとな

る。汚水処理の活性汚泥法と研究手法

は類似と思われるので、発展状況を参

考にされたい。廃棄時に微量物質を添

加することにより微生物作用を増強す

る予防的手段もあるのではないか。 

∙ 貴重なご意見ありがとうございます。

混合系への考え方としては、様々な処

分場のタイプが考えられますので、ま

ず、許可品目による分け方で検討した

いと思います。活性汚泥法に関する発

展状況など参考に致します。また、将

来的に微生物作用の増強などによって

処分場の状態悪化防止に役立てること

ができれば幸いです。 

 ∙ 環境保全に役立つ研究が行われてい

る。 

∙ 今後も環境保全に貢献できるよう努力

致します。 

 ∙ 県民への貢献度と福岡県の特徴を明示

していただきたい。 

∙ 処分場をはじめ、廃棄物の管理がより

適正にできるように研究を推進してお

ります。 

 ∙ 廃棄物の有効活用はもともと難しいテ

ーマであり、特に現場適用可能な技術

開発は容易ではない。従って、最終処

分場の適正管理システムの開発など、

現在のテーマ設定は適切である。 

∙ ありがとうございます。御指摘のとお

り有効利用に関するテーマがなかなか

見つからない状況ですが、今後とも廃

棄物行政に役立つ研究を心がけたいと

思います。 

 ∙ 廃棄物の有効活用は、今後共重要性の

増すテーマであり、プラント輸出等激

化する国際競争の中で優位性を確保す

る端緒となる可能性を秘めている。 

∙ 御指摘のとおり廃棄物の有効活用は、

重要なテーマであるので、今後とも有

効利用のテーマの発掘に心がけたいと

思います。 

  自然環境と生物多様性の保全に関する

研究 
∙ 福岡県にとっての生物多様性を定義で

きれば、保全方策がかなり具体化され

る。いろんな生物が存在することが多

様性を担保することではないことに留

意する必要がある。また、研究実施に

際しては研究論文化できるように心が

けることも必要である。 

∙ 福岡県の生物多様性の現状と課題につ

いては「福岡県生物多様性戦略」にお

いて整理し、単に生物種類数の多さだ

けではなく、地域の固有性、生物間の

バランスやネットワークが重要である

ことを記載しています。また、同戦略

には生物多様性の保全を担う調査研究

機関としての当所の役割が記されてお

り、研究成果の論文化についても積極

的に取り組みたいと考えています。 
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  ∙ 自然保全も手法の価値を十分に検討す

る必要がある。通常の手法は単なる手

法に留まることが多く、自然の食物連

鎖にそぐわないことも少なくない。 

∙ 生物多様性の保全には、特定の種の保

護を目標とするだけではなく、生態系

の保全を目標とするエコシステム・ア

プローチの視点が重要と考えていま

す。また、保全には不確実性が伴うこ

とから、順応的管理の視点も必要と考

えています。これらの視点を踏まえつ

つ、今後の研究の展開をしていきます。 

  ∙ 「侵略的外来種の防除手法に関する研

究」は、「予防・対策」ではないか。 

∙ 侵略的外来種の防除手法に関する知見

がほとんど得られていないことから、

まず、対象種の生活史特性の把握など

の実態解明が必要と考え、「実態調査・

分析」に区分しました。 

  ∙ 県民への貢献度と福岡県の特徴を明示

していただきたい。 

∙ 生物多様性の行動計画で掲げている、

侵略的外来種リストの作成や生物多様

性指標の開発などの調査研究関連項目

は、一部実施中の項目があるものの、

多くは実施済となっており、概して県

民の生物多様性保全の取組に貢献する

成果が得られていると考えています。

また、福岡県の生物多様性の特徴につ

いては、戦略に記すとともに、当所ホ

ームページ内の生物多様性ウェブサイ

トにおいて解説しているところです。

自然系の調査研究部門を有し、様々な

生物多様性に関する調査研究を実施し

ていることは当所の特色の一つであ

り、本分野の展開についても、今後、

当該ウェブサイトの中で示していきた

いと考えています。 

  ∙ この分野は、学術的な研究成果などに

直結するようなものではなくて、地味

ではあるが、私たちの生活環境を維持

し確保するものとして重要なテーマで

あり、長期的な視点から継続的に取り

組むべきテーマである。 

∙ 今後も長期的視点を持ちながら、生物

多様性の保全に関する研究を推進しま

す。さらに、生物多様性の保全や活用

が、豊かな社会の実現に寄与するよう、

種々の保全施策の展開を図っていきた

いと考えています。 

  ∙ 研究課題が大規模なだけに、長期的か

つ継続的な成果の積み上げが課題かと

思う。地域的、時間的な広がりの大き

なテーマであるだけに、ラボ・ベース

の研究とは異なった方法論の展開が必

要である。市町村との連携や、県民の

ボランティア的協力も視野に入れ、よ

り広範な協力体制の構築が必要であ

る。 

∙ 今後の研究の方向性の一つとして、

様々な生物多様性情報を集約した地理

情報システムを整備するとともに、生

物多様性を基盤とした県土のグランド

デザイン（生物多様性保全上の重要な

地域の抽出、生態系ネットワークの構

築など）に関する研究について検討し

ます。また、多様な主体との連携・協

働活動を積極的に展開するための方策

について、県庁自然環境課とともに検

討していきます。 
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